
貸借対照表
(2022年3月 31日 現在 )

」FE物流株式会社

(負債の都)

百万 円

43,525

14,556

2,377

4,746

1,481

77

13,920

72

34

1,257

11,160

8,978

152

31

1,637

357

3

54,686

(純資産の都)

66,382

66,199

4,000

5,648

5,643

86,833

716

56,116

6,964

2,792

46,360

△ 281

182

1イ9

3

121,069

流動負債

東    摘ヽ

未    払

未   払   費

未 払 法 人 税

未 成 作 業 受 入

預    り

役 員 賞 与 引 当

受 注 工 事 損 失 BI当

そ の 他 の 流 動 負

固定負債

送 職 給 付 引 当

役 員 退 職 慰 労 引 当

特 別 修 繕 引 当

涙  り 保  証

資 産 除 去 債

そ の 他 の 固 定 負

金

金

用

等

◆

金

全

金

債

金

金

金

金

務

債

計負   債   合

株主資本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 鯵 備 金

利 益 剰 余 金

利益準備金

その他利益剰余金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

別  途  積  立  金

繰 越 利 益 栞1余 金

自己株式

評価。換算差額等

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

純 資 産 合 計

負債純資産合計

(資産の部 )

百万 円

69,464

26

35,751

388

23)282

530

3,514

1,671

306

8,845

△ 3

51,604

44,205

8,361

1,700

7,327

1,509

896

705

23,158

546

2,312

491

2,282

38

4,586

440

3,004

5

148

403

423

193

△ 32

121,069

流動資産

固定資産

有形固定資産

建

構

機

船

車

現 金 及 び 預 金

預    け    金

受 取 手 形

売    掛    金

未 成 作 業 支 出 金

貯    蔵    品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他 の 流 動 資 産

貸  倒  引  当  金

集

械 及 び 装

両 及 び 運 搬

物

物

置

売由

兵

品

地

定

五 具 器 具 及 び 備

土

建 設 仮 勘

無形固定資産

借    地    権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の他 の 無 形 固 定 資 産

投資その他の資遊

投 資 有 価 証 券

関係会社株式及び出資金

出    資    金

長 期 前 拡 費 用

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資 等

貸  倒  引  当  金

資 産 合 計

二
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く

損 益 計 算 書

自 2021年 4月 1 日
至 2022年 3月 31日

ヽ
キ

ー

ジ

1(L物航 株 式 套 F́

百万円

166,307

156,523

9,784

2,434

7,350

1,170

123

8,397

8,397

2,392

6,004

百万円

731

438

15

107

2,446

△ 53

売   上   高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営   業   利   益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支   払   利   息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経    常   利    益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

…2-



一般秘密

株主資本等変動計算善
(自  2021年4月 1日  至 2022年 3月 31 El)

53,831

96

53,927

△ 3,099

6,004

2,905

56,833

ど二杉伊Y允

46,360

43,303

96

43,399

33

22

△ 3,099

6,004

2,960

2,792

2,792

2,792

6,986

6,986

△ 22

△ 22

6,964

33

33

△ 33

△ 38

益癬!

準 備 金 繰越利益翔1途
剰 余 食積 立金

固定資蔵償却

不il益 剰 余 金

その他利益剰余金

準備金

利 益
乗む余 金
合 計

716

716

716

5,643

5,648

5,648

資本剰余金

計ハ
門

剰 余 金
資 本

5,648

5,648

5,648

株 主 資 本

資 本 金

4,000

4,000

4,000

襄期首残高

会計方針の変更による累積的影響額

会計方針の変更を反映した当期 き残高

当期変襲力額

特別償却準備金の取崩

株主資本以外の項目の変動lH質 (純額)

剰余金の配当

当鶏純利益

圧縮積立登の取崩

当期変動額合計

逃期末残高

‐

59

2,964

66,382

計〈
釦

純 資 産

63,321

96

63,418

△ 3,099

6,004

123

123

59

59

182

3

3

3

123

65

bb

179

評価 ,換算差客貝
‐
等

そ の 他

後

評価・1奥

合 計

繰延ヘノ
シ震益

12363,198

96

63,294

△ 3,099

6,004

2,905

66,199

株主資本

合 計

資本

△ 231

△ 28た

△ 281

当期変動額合計

当期末残高

当期首残高

会計方針の変更による累積釣影響額

会計方α十の変更を反狭した当期き残高

邁期変動額

特別償却準備金の取崩

株主資本以外の項目の変動額 (純額)

圧縮積立在の取崩

葉1,余 金の配当

当期純湘l益
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表記男雪個 注

年
年

２

２

０

０

２

２ 31

月

月

４

３

自

至

日

目

1,重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準および評価方法

①子会社株式および P,守弓連会社株式
移動平均法による原価法

役 員 賞 与 引 当 金

受とと工事損失引 当金

退 職 給 イヽl‐ 号1当 金

役 員退職慰労引当金

特 騨l修 縛 引 当 金

債権_の貸倒れによる損失に備えるため、 一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に阿収可能性を勘案 し、回収不能見
込額を計上している。

役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上 している。

受注工事の検失に備えるため、未う1渡工事の うち当事業年度末で襖失が確実視 さ
れ、かつ、その金額を合理的に見積ることができるこ事について、翌事業年度以
降に発生が見込まれる損失を計上 している。

従業員の退職給付に備えるため、当喜業年度末における還職給付l食務および年金

資産の見込額に基づき計上している。なお、過去勤務費用は、その発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年教 (10年)に よる定額法により費用
処理 している。教理計算 との差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均
残存■

‐
力務期間以内の一定の年数 (10年)に よる定額法により按分 した額をそれぞ

れ翌事業年度から費用処理することとしている。

役員の退職慰労金に備えるため、内規に基づく婦来要支給額を計上している。

船舶蜜全法の規定による定婦検査を受けることとなる船舶につき、当該修理に要

する費用の支出に備えるため、将来の修繕見積額に基づき計 としている。

②その他有価証券
時価のあるもの

決算 Яの市場価格等に基づ く時価法 (評価差額は全部純資産直入法により処理 し、売却原価は移動
平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2)棚 缶rl資 産の評価基準および評価方法

未 成 作 業 支 鶴 金  個別法による原価法
貯   厳   品  最終仕人原価法による原価法
(貸借対照表価額については収益性の低 下に基づく簿価切下げの方法)

(3)有形「占1定資産の減価償却の方法 (リ ース資産を除く)

建       物  定率法を採っている。但 し、 1998年 4月 1日 以降に取待 した建物 (建物附属
設備は除く)および 2016年 4月 1日 以降に取得 した建物附属設備については
定額法を採つている。

船       艤  定額法を採つている。
上記以外の名形固定資驚 定率法を採つている。但 し、 2016年 4月 1日 以降に取得 した構築物について

は定額法を採っている。なお、
'叔
得価額が 10万円以 L20万 円未満の減価償却

資産については、 3年間で均等償却 している。

(4)無形固定資産の減価/賞封〕の方法 (リ ース資産を除く)

定額法を採つている。自社利用のンフ トウェアについては、社内における利用可能期間 (5年)に基づき
償却 している。

(5)引 当金の計上基準

貸 例 引 巻 金

(6)収 益および費用の計上基準

当社では、主に鋼材・原料の輸送、製鉄所構ぬ作業、倉庫事業、講負工事を行つている。鋼材 。原料の輸送、

製鉄所構為作業、倉庫事業については、役務提供が完 rす る一時点において、顧客が鼻オ又はサー ビスに対する

支配を獲得 し、履行義務が充是されると判瞬 し、役務提供完了時点で収益を認識 している。ただ し、鋼材・原

料の輸送について 「収益認識にFズ弩する会計基準の適用指針」に定める代替舶な取扱いの要作を満たす場合には、

積込完了時点で収益を認識 している。また、請負工事については、履行義務を充足するにつれて、一定の期間

にわたり収益を認識 している。ただ し、契約における取引開始 日か ら完全に駿行義務を充足されると見込まれ

る時点までの期間がごく短い場合は、一定の期 F自月にわたり収益を認識せず、li事完了時点で収益を認識 してい

る。 さらに、当社の役浄|が代理人に該当する取引については、顧客から受けII文 る額から取引先に支
=ム

う額を控

除 した純額で収益を認識 している。

(7)ヘ ッジ会計の方法

為替予約については振当処鍵によつている。

(3)消 費税等の会計処)響 は税抜方式による。

-8-



一般秘密

2 会計方針の変更

(幣価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基‐準」 (企業会計基準第30号 2019年 7月 4員 。以下「時価算定会計基導」とい う。)等を
当事業年度から適用 し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」 (企業会計基準10号 2019年 7月
4日 )第4午2項に定める経過的な取扱いに従つて、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって
適用することとした。これにより、その他有価証券のうち時価のある株式については、従来、期末決算前 lヶ 月の市
場価格等の平均に基づく時価法を採用 していたが、当事業年度より、期末決算日の市場価格等に基づく時価法に変更
している。

(収益認識に関する会計基準等の適用)

1収益認識に関する会計基準」 (企業会計基準第29号 2020年 3月 31日 。以 ド「収益認識会計基準Jと い う。)等を当
事業年度期首

‐
から適用 し、約束 した財又はサー ビスの支配が顧客に移転 した時点で、当該財又はサービスと交換に受

け賞又ると見込まれる金額で収益を認識 している。
収益認識会計基準の適用による主な変更点は以下の逓 りである。

(1)請負工事に係る収益認識

請負工事に関 して、従来は工事完成基痒を適用 していた契約の うち、一定の期間にわたり充足される履行義務につ
いては、履行義務の充足に係る進捗度を見積もり、当該進捗度に基づき収益を一定の知関にわた り認識する方法に
変更 している。

(2)代理人取引に係る収益認識

従来は顧客から受け娘る対価の総額を収益として認識 していたが、邁社の役割が代理人に該当する取引については、
顧客から受け士叔る額から取引先に支払 う額を控除 した純額で収益を認識する方法に変更 している。

「収益認識にP共写する会計基準1等の適用については、収益認識会副“基準第84項ただ し書きに定める経過的な取扱いに従
つてお り、浙事業年度の期首より苗に新たな会計方針を遡及適用 した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の和1益

剰余金に加算 し、当該期首残高から新たな会計方針を適用 している。
この結果、当事業年度の売上高は 4, 560百万円減少 し、経常利益及び税金等調整前当期利益はそれぞれ 139百万
円減少 している。また、利益剰余金の当翔首残高は 96百万円増加 している。

貸 f警対照表注記

(1)有形籐l定資産から控除 した減価償去β累計額       77, 383百 万円

(2)関係会社に対する金銭債権・債務

516百 万円

306百 万

'44.候益計算書注記

(1)関係会社 との取51高

売    上    高  上19, 839百 万円

仕    入    高   39, 415百 万 F」

営業雪又引以外の縄又引高      894百 万円

(2)販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費          16百 万円

5 株主資本等変動計算書注記

(1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(2)霊 当に関する事項

①配当金支仏額

②基準日が章事業年度に属する配当のう
=,、

蚕こ当のアメ`刀力発生臓が翌事淮年度となるもの

次のとおり、決議を予定し́ている。

3

権

務

憤

債

銭

銭

金

金

期

期

短

短

5 1,

23,

当 期  末
族 式 浄 fォ

ン失う

1、 296

3

当 期 減 少

榛 式 浄 f族 再
当 期 増 力E

様 L(税
`挟

Ⅲ
当 翔 首
オ井rt税

`擁

ゝ

と、296

3

発行済株式
普涌快式

自己株式
拳 編 横 貴

勃力発生

"

2021年 6月 25日

基準 ロ

202「手3月 31日

生株 当た り

雌 当客直(円 )

2、 397 312

薇こ将金の総額
〔ご好調)

3,099

株 式 の種類

孝通株式

決 議

202ン手6月 24日

市 ロキ狭 オ 傘 ′`

効力発生 自

2022イ手6月 2811

基準 日

2022年 3月 31日

1株 当た り
蚕F当 箱 (田 む

2,918,384

朧 当金の総額
(百 万 卜Ч )

3,774

株 式の持a類

普通株式

決 畿

20ル年 6月 27日

庁時狭 辛総会
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6.金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預後等に限定 し、資金調達については親会社等からの特人による
方針である。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用 ソスクは、与信管理規程†こ沿つてジスク低減を図つている。また、
投資有価証券は株式であり、 L場株式については四半期ごとに時価の把握を行っている。

(2)金融商品の時価等に関する事項

2022年 3月 31日 における貸借対照表計上額、時価及びこれ らの差額については次の通 りである。

(*)負使に とされているも¢)に ついては、 で して い る。

(イi二 1)金融商品の時イ曲の算定方法及び有価証券に関する事項

(1)現金及び顔金、 (2)預 け金、 (3)受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価はT監簿価額にほぽ等 しいことから、
ヤ`る。

(4)投資有価証券
これらの貯価について、株式な取引所の価格によつている。

(5)買掛金、 (6)板 り金
これ らは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぽ等 しいことから、
いるぅ

(7)為替予約
時価については、取BI先金融機関か ら提示された価格に 1こ っている。

当該帳簿価額によつて

当該市長簿価額によつて

(注2)井 上場株式 (貸借対照表計上額 150日~万
円)は、市場価格がなく、かつ将来キマッシユ

を見4黄 ること等ができないことから、上表の「 (4)投資有価証券」には含めていない。

7.賃貸等不至ノ与産の状況に関する事項

(1)賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、神奈川県その他の地域において、賓貸用の倉庫 (土地含む)を有 している。

(2)賃貸等不動産の時価にF 弓々する事項

フ rュ ー

(注 1)貸r持対照表計 工額は、取得原価から減価償却累計額及び減挨狼失累計額を控除 した金額であるぃ

(注2)当 事業年度末の時価は、主として「路繰価」に基づいて自社で算定 した金額である。

8.税効果会計

(1)当 事業年度末における、繰延税金資産及び繰延税金負使の発生の主な原因別の内訳

繰廷税金資産
遇職給付引当企
固定資産減損損失
未仏賞与
その他

緞延税金資産小計

評価性じ1当 額

繰延税金資産合計

繰延税金負 l妥貨
lttl定 資廉ア十_縮積立金
その他

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

5

△ 1, 510百 万円

3, 580百 万円

△ 3,

△ 3,

２

１

蠅

尉

円

万

万

万

円
一

万
一万 円

百

百

言

す

一百

７

２

０

９

一〇

４

４

８

１

一９

７

３

５

４

一〇

円
円
一円
　
円

万
万
一万
　
一ガ

百
百
一言
　
百

０

６

一７

　

３

７

３

一５

　

２

０

△

１

　

４

差 額時価 (■ )

26

35,751

23,620

289

69.687

(14,556)

(18,843)

(33,399)

4

貸借対照表
ヨtと萄置 (*)

26

35,751

23,620

289

59.687

(14,556)

(18,843)

(38,399)

4

(1)現金及び預金

(2)預 け金

(3)受験子形及び売繊ヽ金

(4)投資有価証券

資産計

(5)質 掛金

(6)預 り金

揆債計

(7)為替予約
ヘ ッジ会計が適用 されているもの

時 価

34,985

貸借対照表計上額

15,924


